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＊聖園女学院中学校・高等学校

前田多門の公民教育思想
─敗戦直後の公民教育構想に関する一考察─

Tamon Maeda’s ideas of civic education

山　　田　　規　　雄＊

 Norio Yamada

The purpose of this study is to make clear Tamon Maeda’s ideas of civic educa-
tion and meaning of “Design of Civic Education” suggested by Japanese government 
right after loss of the WWII. Tamon Maeda inducted into the Minister of Education 
right after WWII and he promoted “Design of Civic Education”.

Maeda’s ideas of civic education infl uenced by his opinions about home rule and 
labor problem delivered before WWII.

And then, Christianity is at the core of Maeda’s thought, so he wrestled with a dif-
fi cult problem about combine the Japanese monarchy with democracy as Christian. 
Its outcome showed itself in his ideas of civic education.

1.　は じ め に

1945（昭和20）年8月15日の敗戦により天皇制が存続の危機に直面する状況において，大日本帝国
憲法や教育勅語の取り扱いが焦点となることは明白であった。敗戦直後から，文部大臣による「新日本
建設ノ教育方針」の発表（9月15日）やGHQによる4大教育指令など，その後の戦後教育改革に連な
る施策が展開されることになる。中でも，1945（昭和20）年9月から政府によって唱えられた「公民教
育振興策」を起点とし，11月の「公民教育刷新委員会」の設置および答申（12月），翌年10月の『中等
学校・青年学校公民科教師用書』発行に至る一連の「公民教育構想」は，「戦後国民教育の新たな理念
と方向を打ち出すべくなされた1）」と評されるとともに，CIE（民間情報教育局）の担当者が公民科構
想を社会科へ発展させるよう提案がなされたことをきっかけに社会科の新設が決定したという経緯か
ら，その後1947（昭和22）年に設置される社会科に影響を与えたとも考えられる重要な施策の一つで
ある。

先行研究では，学校教育における公民教育である公民科には戦前の日本に限らず一般的に，近代立憲
主義＝民主主義の持つ「イデオロギーとしての民主主義」と「理念としての民主主義」に対応して，

「イデオロギーとしての公民科教育」と「理念としての公民科教育」の側面が存在し，両者の関係が近
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代日本の公民科の変遷を考える上で重要な意味を持つことが明らかにされている2）。一方，敗戦直後と
いう時期や，構想を唱えた主体により具体的に規定されることになった公民教育構想の性格・役割が検
討されてきたとは言い難い。「イデオロギーとしての民主主義」と「理念としての民主主義」の両義性
は，特に明治維新以降近代日本においては憲法を超越する存在として天皇をとらえる「絶対主義的君主
観」と，天皇機関説に代表されるような「制限主義的君主観」のせめぎあいとして表れた。そして，そ
れに対応する形で「天皇制国家の形成を担う人間像」と「自由主義的，人格主義的人間像」がそれぞれ
あるべき国民像として想定されることになったのである3）。両者のせめぎあいが，敗戦直後の公民教育
構想の性格規定にどのような影響をおよぼしたのだろうか。

本稿では，敗戦直後の公民教育構想を文部大臣として推進した前田多門の公民教育思想を検討する。
前田は1909（明治42）年に東京帝国大学法科大学を卒業後，第一高等学校時代以来の恩師である新渡
戸稲造のすすめもあり内務省に入省，群馬県利根郡長や内務省書記官など内務官僚としての経歴を歩む
が，1920（大正9）年に後藤新平の誘いを受け内務省を辞し東京市助役に就任，その後国際労働事務局
の日本政府代表を経て1928（昭和3）年より朝日新聞論説委員を務め，1945（昭和20）年8月から翌年
1月まで文部大臣の座にあった。

以上のような経歴を歩む一方，前田は青年学校「修身及公民科」の教授要目調査委員会委員に名を連
ね4），昭和研究会に設置された教育問題研究会にも参加するなど5），戦前から公民科教育に関する発言
を行っており，またキリスト者として天皇制と信仰，民主主義を接合するという課題に直面していた。
本稿では，戦前における前田の公民教育思想およびその形成過程，文部大臣時代に述べた公民教育と

「日本的民主主義」に関する議論を検討することで，戦前の公民科と敗戦直後の公民教育構想の関係や
性格規定を明らかにしていきたいと考える。

なお，本稿での史料の引用は原則として新字体・常用漢字を用い，新仮名遣いに改めた。

2.　公民教育思想の形成

1)　労働問題について
すでに述べたように前田は，公民教育に関心を持つ以前は労働問題および地方自治・選挙に関する発

言を行っていた。戦前の公民教育は自治教育，労働対策および政治教育が主要な軸であったとされる
が6），前田についてもその地方自治・選挙に関する主張と公民教育思想との結びつきが明らかにされな
ければならない。

前田はILO日本政府代表として，ジュネーブにおいて開催された第五回国際労働会議（1923年）か
ら第九回国際労働会議（1927年）まで参加している。この時期日本政府が直面することとなったのは，
労働代表資格問題であった。ILO総会には各国政府代表二名のほか使用者代表，労働代表各一名が参加
することとされていたが，日本政府が国内に労働者を代表する団体が存在しないという理由から労働代
表を直接任命したことで，総会において各国の特に労働代表からその資格に問題があると批判を受けた
ばかりでなく，日本政府から任命された労働代表自身がその資格を否認するという事態に陥っていた。
これについて前田は，日本政府代表として国際労働会議に参加したうえで政府の方針変更を迫り，受け
いれられなければ辞任する覚悟であった，と後日回想している7）。

前田がこのような決意のもと労働組合の代表をILO総会に送るよう水野内務大臣宛に意見書を送っ
た結果，第六回国際労働会議からは日本労働総同盟会長の鈴木文治が労働代表として参加することとな
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り，この問題は一応の解決をみた8）。しかしその一方で前田は階級意識に基づいた労働運動を手放しで
礼賛するわけではなく，前出の労働代表資格問題の解決がもたらした結果について「日本の労働運動を
どの位穏健化したか解らない9）」と評価する。ここでは，労働代表資格問題の解決が「過激な」国内労
働運動の穏健化に寄与したということ，労働運動を過激なものと穏健なものとに区別した上で後者のみ
を容認するという姿勢が示されているといえよう。
「過激な」労働運動およびその主義主張に対する警戒感は，地方自治における革新勢力の進出に際し

ても同様に表明される。前田は，地方議会における政友会・民政党の対立や選挙違反事件を非難した
上で，「無産派議員が議会のごく少数である場合でも，彼らの與ふる刺戟は，よく自治政に種々な変化
を與へる。例へば，彼等一派の反抗に依って吏員が退職の已むなきに至ったところもあり，無産派が，
喧しくいふために，宴会費を節約したとか，議員の遊山半分の出張を廃止したとかいふことをよく聞
く10）」として，地方議会における無産派，革新勢力の進出を歓迎する。その一方で「今，識者が割合に
無産派議員に好意を寄せるのは，何もその奉ずる主義や階級意識を賛成するためにあらずして，比較的
人格者が多いからといふ理由に外ならぬ。もしこの事実が裏切られる時は，必ず一種の反動が起るであ
らう11）」とも述べ，過激な階級闘争に対して否定的態度をとる。

以上のような主張からは，前田が労働問題の存在およびその現実を認めつつも過激な階級闘争を否定
し，穏健化を図ることが可能でありかつそれが労働問題の解決に有効であるという認識が存在していた
ことが指摘されよう。そしてこのような認識は，次節で詳述する地方自治や国政における無産政党への
期待の表明と密接に関連するものであった。

2)　地方自治について
前田は「自治」の意味について，それはただ自分のことは自分でする，人に迷惑をかけない，あるい

は人に依頼をしないということだけではなく，「自ら」「治める」という以上は何らかの公共の意味を含
んでいることを指摘する。そして，自分が自分を治めることは無論として，その自分も一員である共同
生活体における共同の事柄を処理する責任を負うという意味が自治の中に含まれていなければならない
とする12）。

しかし日本における自治精神の現状について，前田は「自治精神の発達が極めて幼稚である13）」とし
て厳しい評価を下す。日本における地方自治制度である「市制及び町村制」は1888（明治21）年に発
布されているが，「1926（大正15）年の改正により，国政における普通選挙制度同様，納税の有無は選
挙被選挙資格に無関係とされ，全国の公民数は，780万人余から1250万人余に増加した14）」。しかし，
実際に行われている選挙の実態は買収や汚職事件が後を絶えず，有権者に対していかに「自治の精神」
を徹底するかが課題となるが，前田はその手段について「真剣な公民教育，自治訓練の行われること
は，地方自治のためは勿論，国家将来のために極めて大切なのである15）」とし，公民教育の重要性を訴
えている。

また前田は政党の地方自治への進出について，地方自治が党勢拡張の道具にされ，地方利害が中央の
政治腐敗の種となることや，頻繁な地方官の更迭が政党関係によって行われることなどを「党弊」とし
て挙げ，「不満の点が頗る多い16）」とする。しかし前田は地方政治における政党の存在そのものを否定
するのではなく，「徒に党弊を嘆く代りに，如何にしたら政党を真に地方行政に適合したものに作り上
げることが出来るか，如何にしたら党弊を最小限度に減じ得るか，如何にして党人の自制心を喚起しう
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るかの方法を積極的に講ずる方が，より賢明であろう17）。」と，政党それ自体の意義を強調している。
こうして前田は有権者に対して「自治精神」を求めるとともに，政党勢力に対しては「党弊」を非難

しつつも政党政治そのものは否定せず，特に無産政党に対して一定の期待を寄せたのであるが，このよ
うな主張の背景には地方自治における政治の作為的な努力を重視する自治観が存在していた。

自治という言葉は，「おのずから治まる」とも訓めるし，「みずから治める」とも訓める。若し人
生の理想から言うならば，特に多くの技巧工夫を加えず，おのずから治まって居る社会を持つこと
が最も望ましいであろう。然しそれは人口密集し，社会の各要因が各々異なった利害関係を有する
近代社会に於て到底実現し得べくもない。……従って吾人の属する地方団体が大都市であればある
だけ，不断の努力によって「みずから治める」の喫緊なるを知る18）。

前田によれば，地方自治特に都市においては，各地・各層から集まった人々が衛生・都市改良といっ
た問題に対処するため，「みずから治める」ための作為的な努力が必要とされる。ここでは，社会階層
や政治の作為性を，現実として受けいれる姿勢が見られるといえよう。このような前田の地方自治観
は，彼を東京市助役に抜擢した後藤新平のそれとは異なるものであった。後藤は，生物特に人類の目的
は本能的な「生理的動機」に基づく「生理的円満」を得ようとするところにあり，この「生理的円満」
を得るために国家が形成されるとする。従って，ルソー流の社会契約論は否定される19）。この「生理的
動機」によって形作られた国家においては「斯く生物が自治の本能を有っているが如く，別けて人類は
自治の本能を有って居る20）」とされ，自治および自治体もまた人間の持つ本能をその基盤とする。また
後藤は地方自治における政党について，その争いが地方自治体の行政に悪影響を及ぼしている現状を非
難する。

…義務を怠り，権利のみを要求することが現代式であるような考えを以て往けば，啻其人を誤る
ばかりでなく，此社会の改造，都市の改造，都市生活の改善に対して非常な障害を来す所のもので
ある，此思想を一掃することは最も必要である。それで是等の理解若しくは観念が正当に導かれる
ことを妨げるものは即ち政党の競争である21）。

後藤は1913（大正2）年の立憲同志会脱党以降，現実の政党勢力に対しては中立的姿勢をとり，無産
政党に対して評価を与えることも無く，それを選挙する市民に対して自治精神の発揮を訴え自らの理想
的政党の実現を目指すことになる。このような後藤の現実の政治勢力に対する評価の背景には，自治精
神が人間の持つ本能であり，政治は「現実的の力」ではなく「奉仕」を重視すべきものであるとの主張
が存在していたのである22）。これは，前田の地方自治における「みずから治める」ための作為的な努力
や社会階層の存在を認める立場とは異なり，むしろ「おのずから治まる」ことを理想とする立場として
とらえることができるだろう。前田と後藤の間には，「自治」について「みずから治める」か，それと
も「おのずから治まる」ことを理想とするかという相違が存在しており，これはとりわけ無産政党に対
する評価の相違につながったといえよう。前田の無産政党に対する一定の評価は，過激な階級闘争を否
定した上で労働問題の解決を図る主張とも結びついていた。このような労働問題および地方自治に対す
る前田の姿勢は，後年展開されることになる自身の公民教育思想を特徴付ける基礎となったのである。
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3.　戦前における公民教育思想

1)　公民教育の意義
1930年代半ばは，美濃部達吉の天皇機関説をめぐる論争を発端として国体明徴運動が展開された時

期であった。前田は，国家主義や団体主義あるいは全体主義が強調されている時代において，それらを
基礎から強固にするために前田が重視するのは，「全部」としての国家に対する「一部」としての個人
である。前田は，団体主義，国家主義の必要性を認めたうえで，「個人の一人々々の精神が鍛錬される
事なくして，たゞ群集心理的に団体の多數を恃むような，お祭り気分の団体主義，国家主義は寧ろその
国，その社会を危うくする23）。」と主張し，「自分で本当に良心に省て正しい事ならば，千萬人と雖も我
往く，という心持24）」すなわち「強固なる不動心25）」を持つ個人を養成することが必要であり，そのよ
うな人間こそが「本当に強い国家的活動」つまり「尊い」団体主義，国家主義に貢献するという事を説
く26）。

さらに「強固なる不動心」とともに前田の公民教育思想において重要な位置を占めるのが「社会連
帯」，具体的には「地方自治」である。前田によれば，封建政治から立憲政治へと変化してまだ日が浅
いため，立憲政治が求める「治められるものが同時に治める側の責任の一部を分担する」習慣が確立さ
れておらず，公共生活を自らの問題ではなく，他人事のようにとらえていると指摘する。治者と被治者
の一致の習慣を身につけるために，単なる知識の蓄積ではなく「知らぬ他人に対して，我々は社会連帯
を考える。…知ると知らざるとを問わず，相結んで，…国家の目的に帰着をして行く」精神を養う公民
教育が必要であるとされるが，前田は日常生活における社会連帯のありかたとして地方自治と立憲政治
および国体の関係に言及している27）。

立憲政治，更に立憲政治を通して本当に国体明徴を期して行こうという場合の過程として，我々
は地方自治というものを有って居る。各地方々々を，お上から戴いた自治権によって，その土地そ
の土地をお預かりして，そして之を我々の自治的の共同動作によって治めて行く。その事柄は，結
局は国家的目的に朝宗し，帰着して行くのであるが，それからだんだんのし上げて行って，地方自
治から立憲政治になっていく。立憲政治を通して国体明徴に到達して行く28）。

したがって前田は，「知らぬ他人に対しても社会連帯を考える」人々の手になる地方自治を行うこと
により「治者と被治者の一致」を確立することで，立憲政治ひいては国体明徴が実現される事を構想し
ていたのである。

こうして前田は公民教育の必要性を唱えるのであるが，そこで問題となるのが「国民」と「公民」の
関係である。前田は，「国民」も「公民」もともに国家に対する関係において考えられる観念である点
で共通しているとしたうえで「国民」＝縦，「公民」＝横の観念として両者を区別し，国家を形成する
際には双方が必要であると述べている。

一言にして尽せば，国民は縦の関係に重点をおいた観念であり，公民は横の関係に先ず着目した
観念である。……国民の自発的思念によって国家を築き上げるには，国民同志が各自の分を尽し，
互に横に手を繋ぎ合うて，その横の平等人同志の協力が，地盤から築き上げて遂に上下の方向に強
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力な国家建築を作り上げていく。その必要から公民という語が出来たのではないか29）。

2)　前田の公民教育思想の特徴
前田は公民科の持つ個人主義への批判に対して，前田は個人主義を「我欲的方面」と「責任心」に区

別したうえで，後者を重視することにより，選挙違反を中心とする立憲制，政党制の持つ問題点が解決
されることを主張する。

立憲自治の妙諦は，治めらるゝ者が同時に治めることである。それには，個人の責任という事が
玩味されずしては，到底その効果を収め難い。……若し個人主義は舶来思想だから一切排撃せよと
いうなら，公民教育は即刻廃止する方が気が利いて居る。

我国の時弊は，物質文明の流入により，個人主義の我欲的方面のみが，容赦なく各階層の人身を
汚毒したことである。然も盾の半面をなすべき個人の責任心が全然閑却された事に注意が向けら
れゝば，立憲自治制度の頽廃決して怪しむに足らないのを悟るのである30）。

また，前田が社会連帯を主張する背景には，労働運動の存在と社会政策の必要性を認めつつも，「過
激な」労働運動の穏健化が必要であるという認識があり，また地方自治における社会階層を受けいれ，

「みずから治める」作為的な努力が必要であるとの主張が存在していた。当時，社会連帯や共同生活に
関する主張は「人々が共同生活の観念に目覚めて，其の深き自覚の下に行動し生活する處に，初めて真
の平和なる社会があり，政治も経済も社会的正義の要求に適い，思想問題，社会問題等より生ずる社会
的不安は除かるゝ 31）」として共産主義，労働問題，小作問題に対応する社会政策と関連付けられてい
たが，労働問題や階級意識そのものの幻想性を主張する公民教育論者が存在する中32），前田の労働問題
への認識および対応は，このような公民教育論とは異なるものであった。こうした個人主義と穏健を基
調とした社会連帯を行う「横」の公民の育成は，最終的に「万世一系の比類のない，皇室の御統轄にな
る33）」国家の発展に寄与する「縦」の構造に帰結するという意味において，戦前の公民科について「教
育勅語の示す人間像からはみ出るものではなかった」34）側面を指摘することができる一方，労働問題
の存在を認め，また地方自治における政治の作為性の認識を背景とした個人主義の先行や社会連帯と
いった「横」の構造に関する主張からは個人の自由や能動性を重視する側面がうかがえる。

また，個人の確立を基調とした社会連帯を行うことを主張し，「横」の公民を養成することにより
「縦」の国民を育成するという構造には，恩師である新渡戸稲造の思想との類似が指摘される。新渡戸
は，日本において社会性の前提としての個人が確立されていない現状を問題視し，その完成にあたって
は人間同士の「横」の関係だけではなく，超越者の存在を認め，その超越者との「縦」の関係を持つこ
とが必要であるとする。

人生は社会のホリゾンタル（水平線）的関係のみにて活るものでないことを考えたい。ホリゾン
タル─多数凡衆の社会的関係を組織して居るその水平線─に立って居れば，多数の間に其の頭角を
抜き，其名利を恣にし，又指導することも出来るであろうが，併し一歩を進めて人は人間と人間と
のみならず，人間以上のものと関係がある。ヴァーチカル─垂直線的に関係のあることを自覚した
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い。……人間と人間との関係以上というと，何だか耶蘇教の神らしいことになる。併し僕は必らず
しも神と限るのではない。……只人間以上のあるものがある。そのあるものと関係を結ぶことを考
えれば，それで可いのである35）。

これに関して前田は，国体観念を超越者である「神様」の存在と重ね合わせ，人間との「縦」の関係
を構成するものとし，個々人の行動を内面から律するということを論じていた。

敬神崇祖という事は根本的な大切なことでありますが，…兎角この実際の扱い方というものは外
形的に流れ易い。……地方によると団体的に一定の遥拝式という時だけは色々遥拝をするけれど
も，今度は一人でもって外を歩く時は，神社に敬礼もしないという青年がある。……之は指揮者か
らの号令で初めて敬礼をするので，心の中から来て居る気持ちでなければ，兎角そういう事になる
んだがという議が起ったが，之は殊に一番合理的な国体の観念という事に就ては，その狙い所が必
要であるように思います。外から強圧的に命令するのでなく，心の中から湧き出る処の已むに已ま
れぬ気持，こういう気持を，殊に感激の心の強い，弾力の強い青年の時代に，若い時に之を養って
行く。……そしてその尊貴性を充分認識致しますると，国体の観念の上に帝国憲法の示す政体の認
識というものが立つのであると思うのであります36）。

「縦」の構造における国体観念と宗教における超越者の同一視や，国体観念を強調する「縦」と個人
の確立を訴える「横」の共存はそれぞれ矛盾，対立をはらんでいると思われるが，前田は注意深く天皇
制に対する言及を避けるというようなことはせずに，むしろ「横」を確立することでよりよい「縦」を
実現しようとすることで両者を結びつけようと試みていた。しかしその後日本は，前田が独裁主義であ
るとして非難した37）ドイツ，イタリアと軍事同盟を締結し，アジア太平洋戦争に突き進むことになる。
そして敗戦とともに公民教育思想の「縦」の構造を規定する万世一系の天皇による内面的・徳による統
治が相対化され，天皇制と民主主義の関係が厳しく問い直される事態となった。

4,　戦後における公民教育思想

1)　敗戦直後の公民教育構想
1945（昭和20）年8月15日の敗戦を契機として，かつて「国民生活ニ須要ナル教育」（1924年実業補

習学校公民科教授要綱）「立憲自治ノ国民トシテ必要ナル教養ヲ與フル」（1931年中学校公民科教授要
目）とされたものの，1943（昭和18）年3月の中学校規定，実業学校規定，高等女学校規定の改正によ
り教科目から削除され「国民科修身」に部分的に吸収された38）公民科が，戦後国民教育の中心として
再び注目されることになる。

8月18日，文部大臣に就任した前田は，マッカーサー元帥の高級副官であったフェラーズ代将と会談
した折，「日本にシビックスを作り上げたい」旨を表明し，フェラーズ代将もこれに同意した39）。そこ
で「シビックス」として前田が念頭においていたのは，戦時中修身に吸収される形で消滅した公民科で
あった。10月2～5日にかけて朝日新聞紙上で連載された座談会において，「長い間等閑視せられておっ
た公民科を一つ復活強化する」「識者のお考えをもうかがつて日本式の公民学といふか，公民科を作り
たい40）」と述べている。この公民教育への注目は幣原内閣の方針でもあった。幣原首相は施政方針演説
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において「政府は軍国主義及び極端なる国家主義的教育を拭い去り，教育の目標を以て個性の完成に依
る国家社会への奉仕に置くこととし，特に公民教育の画期的振興を期するものであります…41）」と述べ
ている。

前田の公民科に対する関心の表明と併行して，文部省内部においても公民教育についての検討が進め
られ，11月1日には東京帝国大学教授戸田貞三を委員長とする公民教育刷新委員会が設置された。同委
員会は合計8回の審議の後，12月22日に第一号答申を，12月29日に第二号答申を前田文相宛てに提出
し，戦後公民（科）教育の方向性を打ち出すことになった。

このような，前田をはじめとした日本政府の公民（科）教育への注目は選挙権の拡張によって新たに
選挙権を獲得した有権者の育成を直接の目的としていたことが指摘される。1946（昭和21）年1月20
日に予定されていた衆議院議員総選挙に先立ち，1945（昭和20）年12月15日には衆議院議員選挙法が
改正され，選挙権が満20歳以上，被選挙権が満25歳以上に引き下げられるとともに女性参政権が認め
られた。前田は1945（昭和20）年12月4日の衆議院議員選挙法中改正法律案外一件委員会において，
選挙権の拡張を公民教育の好機ととらえて「今回の如き画期的なる選挙権の大拡張と云うものは，公民
教育，政治教育に取り唯一絶好の機会であると考えるのであります…42）」と発言している。また，政府
は1945（昭和20）年11月20日に閣議において「総選挙ニ対処スベキ公民啓発運動実施ニ関スル件」を
決定し，「憲政施行以来の画期的なる選挙法改正の要旨を闡明し国民有識者各層に対し正しき政治教育
を実施し特に新有権者に対する啓発運動を強力且急速に実施するものとす43）」とする方針を定めてい
る。

2)　前田の公民教育思想と「日本的民主主義」
こうして敗戦直後においては，総選挙の施行を背景として公民教育の振興が前田を中心として唱えら

れていたのであるが，これは主権の所在をあいまいにした上で国民が政治に関与するという主張，即ち
「日本的民主主義」と一体となって語られていた。座談会「アメリカ民主主義」の席上，前田は次のよ
うに述べている。

所謂民主主義政治とは決して君主統治主義の反対語となるのではなく，貴族政治や立憲政治に対
するものであって，ギリシャ語のデモスの政治即ち民衆一般の政治，換言すれば民衆が責任を以て
する政治であり，畏くも皇室を上に戴き民衆が政治に関与し，その政府は「権力」と云ふよりはむ
しろ「奉仕」に重きを置くこれ日本的なる民主主義政治の特長であります。…民衆が責任を以てす
る正しい民主主義政治は正しい政治教育の基礎なくして到底行はれ得るものではありません。……
そのために文部省は出来るだけ早い機会に教授要目，教科書其他各種教材の改訂を行ふと共に，今
迄閑却せられたる公民科の強化を図り，殊にその内容に於て面目一新を期したいと存じてをりま
す44）。

ここでは，公民教育が「日本的民主主義」実現の手段として位置づけられていたといえる。そして前
田によれば，民主主義の原理は国体の信念に反するものではなく，国体の中に民主主義の理念が含まれ
ており，むしろ，一君万民の国柄は民主主義と合致すると語るのである45）。前田の言うように天皇制と
民主主義が矛盾しないということであるならば，国家主権の所在が議論の焦点となることは避けられな
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いが，前田は日本的民主主義について「是は元首の統治遊ばす国体とは反するものではない」と述べ
るにとどまり主権の所在を明確に述べるに至っていない46）。しかし前田は主権の所在をあいまいにする

「日本的民主主義」に固執していたわけでもなかった。前田は幣原内閣で「民主主義」という言葉が使
用されるようになるまでの経緯について次のように語っている。

しかし，（引用者注，東久邇宮内閣においては）まだ民主主義という文字を使用することには，
世の誤解を顧慮して，多少躊躇を感じたのであった。……私の所管である文部省では，その意味を
表現する場合には，民意暢達という文字を使用した。

しかるに，次の幣原内閣にも私は引きつゞき文相を勤め，翌年一月まで在任したのであるが，こ
の内閣は，誕生の組閣声明において，初めて民主主義なる文字を使用した。……しかし，茲に使用
せられた民主主義は，大正の昔，吉野作造博士が自由主義啓蒙運動時代に使用せられた民本主義と
同意語であって，勿論，主権在民を公認したわけではないことはいうまでもない。……その遠慮し
ながらいい放った民主主義が今日ではどうであるか。この一文を執筆中の今は新憲法審議の議会最
中であるが，衆議院では，保守陣営が寧ろ主唱者となって，憲法草案中，主権在民を明文化する修
正をなし，政府はまた，これに同意を與えたと伝えられる。それを受けて，貴族院では，国体は改
正案により変革されたのだとの議論が行われている。……国体護持─民意暢達─民主主義─主権在
民─の成語の変遷に感慨無量を禁じ得ず，走馬灯のごとき世の動きに，轉た凡人の見透しの浅薄さ
を嘆ぜざるを得ないのである47）。

幣原内閣宣言（引用者注，施政方針演説）ができた頃，閣僚の間にしきりに「日本の民主主義」
という概念を作らねばならぬという説が盛んで，当時文相の地位にいた私にその定義作りをしろと
迫られた。一体，民主主義と言う概念は普遍性を持っているところに値打があるので，特に何国の
民主主義というものを初めから決めてかかる性質のものではない。……しかし，今から考えると，
さような要望の起るのも，一つには突然占領軍から命ぜられた民主主義採用に対し，何分，降伏の
間際でもなお鈴木内閣によって国体護持が唱えられていた前後の事情から見て，国の前途を憂える
当時の指導階級が，一種の小さなレジスタンスとして日本の民主主義定義の必要を唱えたのは無理
ならぬことといわねばならぬ48）。

この回想からは，前田が文部大臣在任中に唱えていた「民主主義」が戦前，吉野作造が主張した「民
本主義49）」と同様に主権の所在を問わないものであったこととともに，「国体護持」を唱える人々に対
する配慮が含意されているものの前田個人としては日本の特殊性ではなく，民主主義の持つ普遍的価値
に重点を置こうと考えていたことがうかがえる。

3)　前田の公民教育思想と天皇制
前田は1946（昭和21）年に，戦前に出版した『公民の書』を一部修正した上で再度出版している50 ）。

ここでの修正点は，主に敗戦に伴って変化した日本の保有する領土，陸海軍省の廃止といった政治機構
の変化などの事実関係に影響する部分や，日本の諸外国に対する優越性を主張する部分が削除されるに
とどまり，個人主義の先行，社会連帯については『公民の書』やそれ以外の著作においても一貫して主
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張されている。

民主主義を実質的に成功せしめるには，社会連帯，社会統制の思想の真髄が掴まれなくてはなら
ない，その社会連帯思想は，先ず，自覚せる個人のあることを前提とする。個人の自由が貴ばれ，
人格の権威が認められ，個人の相違と責任が重んぜらるる社会においてこそ，強権的でなく，自発
的に結ばれる横の関係が完成されて，社会連帯の基礎が出来るのである51）。

その一方で，公民教育思想における「縦」にあたる天皇の位置づけが変化していることが指摘され
る。すでに明らかにしたように戦前，前田は国体観念を超越者である「神様」と重ね合わせ，人間と
の「縦」の関係を構成するものとし，超越者との関係によって自らの行動を決定すべきであると主張し
ていたが，戦後になると前田は天皇を超越者としてのキリスト教の神と区別し，天皇が現世における存
在であるという見解を明確に表明するようになる。前田は，1945（昭和20）年12月10日の国会審議に
おいて「天皇陛下は神であるか，人であるか，神格であるか，人格であるか承りたい」という質問に対
して「日本の神と云う言葉は，西洋あたりで申して居りますような神とは余程観念が違うようでありま
す，でございますから観念次第に依りまして神でもあらせられ，人でもあらせられる，斯う云う風に申
せるであらうと思います52）」と答弁している。これは前田自身も述べている53）ように，いずれか一方
を選択しないという意味においてうやむやなものであった。しかしこの答弁で前田は，天皇が「現世に
おいて」至高の地位にあるのであり，全知全能，造物主であるキリスト教の神とは異なることを明確に
しようとする姿勢を示したのである。

また前田は文部大臣時代，1946（昭和21）年1月1日に発表された天皇のいわゆる「人間宣言」の起
草に携わっている54）が，ここからは彼が敗戦直後に抱いていた天皇観と公民教育に対する熱意がうか
がえる。前田は1945（昭和20）年12月23日，幣原首相から呼び出しを受け「人間宣言」の原案となる
英文のメモを手渡された。前田は後年「人間宣言」起草の経緯を次のように回想している。

…これが大体，幣原さんから頂いたメモと詔書草案との関係であるが，さきに述べた通り，この
際，更に進んで今後国民が向うべき方途として詔書が示すところは第六節目であって，これはメモ
とは全然関係なく起草せられたものと言うことが出来る。

この第六節で重点を置いて居る箇所は，「公民生活ニ於テ団結シ，相倚リ相扶ケ，寛容相許スノ
気風ヲ作興シ」云々であるが，要は各人がお互いに平等の位置にありつつ，築き上げて行く公共生
活であった。……起草当時，私の頭に去来した思想はやはりこの公共生活への日本人の開眼と言う
ことであった。折角，陛下から有難い人間宣言のお言葉を発せられる時に，この点に触れて頂いた
らと言う考えがあったことは否めないのである55）。

この回想からは，前田が「団結」や「平等」といったいわば「横」と，「各人がお互いに平等の位置
にありつつ，築き上げていく」いわば「縦」の構造を持つ公民生活，公共生活への言及を「人間宣言」
の役割の一つととらえていたことがわかる。「人間宣言」そのものは，天皇の神格性を否定し，「国体論
的天皇制」から「象徴天皇制」への第一歩を踏み出すきっかけとなったとも評価されるものであり56），
前田はその起草に携わっていたことから，天皇制の民主化に大きな役割を果したという評価を与えるこ
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とも可能であろう。しかし「人間宣言」が前田の文部大臣としての勅語擁護の立場と結びついている限
り，後年教育勅語が排除される際に示された「たとえ完全なる真理を述べていようとも，それが君主の
命令によって強制されたというところに大きな間違いがあった57）」という教育勅語の本質把握をあいま
いにするという限界が指摘されなければならない58）。

既に述べたように，戦前の前田の公民教育思想における「縦」と「横」の構造には新渡戸稲造の主張
との類似が見られる一方，新渡戸は戦前の前田のように国体観念と「人間以上のもの」を結びつけて論
じることはなく，天皇の神格性については明確にこれを否定している。新渡戸は国体について，「建国
以来国を従え統治してきた家族の首長が，最高の社会的威厳と政治的権力を保持すること59）」とし，天
皇が政治的権力と宗教的権威を一身に具える存在であると考えていた。その一方で，「王と雖も人間で
ある。天子様であっても人間であらせられる60）」とし，天皇が超越者としての「神様」ではなく人間で
あることを明確に表明している。新渡戸にとって，天皇は政治的権力と宗教的権威の双方を具えるもの
であるが，「神様」ではなく人間であり，従って現世に限定された存在として考えられていたといえよ
う。一方戦後の前田の天皇に対する位置づけは，天皇が現世的人間であるということを打ち出すこと
で，天皇制を維持するという前提のもと，天皇と国民との間の支配と服従における神話的血縁関係を明
確に否定したものであった。天皇の神格性を否定するとともに「縦」と「横」からなる公民生活の重要
性を説く「人間宣言」は前田にとって，戦後の日本においてなおも個人主義の先行や社会連帯といった

「横」の構造の実現が課題であることを表明するとともに「縦」の構造から天皇の神格性を取り除く意
義を持つものであった。それは新渡戸が唱えていた天皇と国民との関係の実現とも言うべきものであっ
た。

4)　前田と公明選挙連盟
1946（昭和21）年1月，前田は戦時中に新潟県知事，北陸地方行政協議会会長を務めていたことに

より公職追放を受けた。その後前田は1952（昭和27）年に設立された公明選挙連盟の理事長に就任す
る。公明選挙連盟は「法の禁ずる事前運動に多額の金銭が消費せられる」ような選挙の実態を改め，

「民主政治の確立を期し，国会その他各種の選挙が公明に行われるよう推進すること61）」を目的とし，
講演会の実施や報道機関との連携により「公明選挙運動」を展開したが，前田が公明選挙連盟に関わっ
た背景には日本に個人主義と社会連帯が根付いていないため正しい選挙が行われず，民主主義の実現が
危ういという認識があった。

民主主義は，この知らぬ他人同士が運命共同体の意識を以て，手を連ね合わせて共同生活を処理
することであるから，個々の対人関係以上に，包括的な連帯生活意識を持たぬ人民に，民主主義の
運営は出来っこないのである。……人見ずとも，人知らずとも，広く人類生活のために己れの分を
尽すという責任のない所に，選挙による政治が正しく行われる筈がないのである。……政治家が社
会に対する公約を守らずに，ただ親分子分のつながりや，全然自己本位の皮算用に終始し，一般国
民もまた利害情実にのみ縛られて正しい選挙をなし得ないのも，みなこの普遍的な責任感を欠如し
て居るからである。62）

このように前田は，日本人には社会連帯の意識が育成しきっていないため正しい選挙も民主主義も実
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現されていないという認識のもと，個人主義を基調とする「知らぬ他人同士」の社会連帯の意識を背景
とした正しい選挙の実現を目指して公明選挙運動に取り組んだのであった。したがって前田にとって公
明選挙運動は，戦前から未だ実現されていない自らの公民教育思想の「横」の構造を実現するものとし
てとらえられていたといえよう63）。

5.　むすびにかえて

前田の戦前及び戦後の公民教育思想では，「縦」の構造内部における天皇とキリスト教の神に代表さ
れる超越者や，それぞれ「横」と「縦」の構造をなす国民主権と天皇主権，個人の自由と国体観念・教
育勅語といった，一見矛盾，対立する要素が結び付けられていたことが指摘される。
「縦」の構造では，戦前，天皇と超越者が重ねあわされていたため，超越者とともに天皇・国体観念

によって国民一人ひとりの内面は統制され，個人の行動は天皇の内面的統治による国家への奉仕と位置
づけられていた。しかし戦後は国体に関する国会答弁や「人間宣言」起草に見られるように天皇の神格
性を否定することで，個人，特にキリスト者を内面的に統制するキリスト教の神との住み分けを図ろう
とした。このような試みは当時日本のキリスト者が一般に直面していた，キリスト教が日本の忠孝倫理
や天皇制と矛盾するものであるという批判にどのように応えるかという課題に対する解答であった。た
だし，前田の戦前の公民教育思想に見られる「縦」の構造において天皇とキリスト教を重ね合わせる試
みは，天皇制に忠実なキリスト教を生み出したとして批判され64），また神格性の否定については既に戦
前，新渡戸稲造が同様の議論を展開しており，戦後前田により新たに展開されたものではない。

また「横」と「縦」の構造について，国民主権と天皇主権の対立は，主権の所在を問わない「日本的
民主主義」を採用することで解決を図ろうとした。前田は後年の回想で「日本的民主主義」を主権在民
が実現するプロセスとして認識していたと述べるが，周知の通り，1946（昭和21）年2月1日に毎日新
聞がスクープした「憲法問題調査委員会の試案」において天皇は依然として「統治権の総攬者」であ
り，主権の所在をあいまいにしたまま大日本帝国憲法の枠組みを維持しようとする試みがすんなりと国
民主権の実現へと移行したわけではなかった。前田が当時実際に文部大臣として唱えていたのはあくま
で「民本主義」の意味における「民主主義」であり，たとえ前田が民本主義と同義の「民主主義」を主
権在民が実現するプロセスとして認識していたとしても，前田自身が当時の政治的状況の中においてい
かに主体的に「日本的民主主義」を国民主権へと展開させて行こうとしていたか，天皇制の存続と国民
主権の両立を実現しうる選択肢を提示しえたかということについて一切語っておらず，その具体的道筋
は明らかではない。従って前田が戦後も公明選挙運動を通じ追求し続けた「横」の構造も，天皇主権を
否定しない「日本的民主主義」の持つあいまいさにより限界を持つものであったと考えられる。

しかしこのような限界を持ちつつも，前田の公民教育思想は国民主権と対立する天皇主権や，個人の
内面を統制する国体観念および教育勅語から逸脱する可能性を持っていたことが指摘されなければなら
ない。特に「横」の構造をなす個人主義と社会連帯の背景となった，労働問題の存在を認め社会政策の
必要性を訴えるとともに社会階層の存在や政治の作為性を強調し「みずから治める」ことの重要性を説
く地方自治観からは，労働問題や階級意識の幻想性を主張する公民教育論者とは異なり，天皇主権や国
体観念，教育勅語といった抽象的理念からではなく，具体的現実をあるがままに認識することから出発
しようとする姿勢がうかがえるのである。この可能性がどの程度のものであったのかということについ
て明らかにするためには，前田が文部大臣時代，公式発言とは別に「日本的民主主義」や教育勅語のそ
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の後をどのように構想していたのかということが明らかにされなければならない。個人の確立や社会連
帯から成る「横」と，「公民が持ち寄ってお互いの生活を作り上げて行く」「縦」の構造そのものは抽象
的であり，政治体制が天皇主権，国民主権のいずれであろうとも適合的な議論である。従って，その時
代状況においてどのような政治体制や公民像が構想されているかということが「横」の構造の持つ限界
と可能性を検討するために今後明らかにされなければならない。
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